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両大戦間期イギリスにおける保育学校運動再考（１）
－運動の背景と担い手たち－
椨 瑞希子
Revisiting the Nursery School Movement in UK in the Interwar Period
TABU, Mikiko
要 旨
　イギリスの保育学校運動は，20世紀初頭に展開された保育運動である。保育学校は，「1918年教育法」におい
て，地方教育当局の「設置しうる学校種の一つ」となり，1919年の「保育学校規定」により国庫補助が開始された。
1923年には「保育学校協会」という運動の全国組織が発足し，多様な勢力を結集して普及に向けた活発な活動が
展開された。第二次大戦後は「1944年教育法」の定めによって地方教育当局が必要に応じて「設置すべき初等学
校の一種」となった。
　このようにイギリスの保育学校運動は，新規の学校種が国民教育制度に位置付けられる過程に中心的な役割を
果たした。その点で，大きな成功を収めた運動だった。しかし普及という点では成果に乏しかった。
　本研究は，法制化の成功と普及の不首尾という興味深い事実の組み合わせに着目しながら，両大戦間期におけ
る保育学校運動の軌跡をたどり，これまで十分に明らかにされていなかった運動の背景と概要を，先行研究と史
資料の精査に基づいて明らかにした。次稿で，担い手たちの言説からその課題意識を探る。
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Ⅰ．課題・方法・先行研究
１．保育史におけるイギリスの保育学校運動
　イギリスは19世紀初頭以来，数々の先進的な保育事業が試み
られ，その普及運動が活発に展開された国である。保育学校運
動（Nursery School Movement）もその一つで，小規模ながら
20世紀前半に世界的な広がりをみせた。その趣旨は，総じてい
えば保育学校（nursery school）という名称の施設の普及を促し，
その理念と実践を広く根付かせることにあった。日本にも実践
例がある⑴。
　保育学校は，医療・保健の関係者を巻き込んで，質の高い給
食の提供や登校時の沐浴の実施など，健康面に手厚く配慮した
取り組みを行った。そのことによって，当時すでに各国に根付
いていた幼児学校（infant school）や幼稚園（Kindergarten）と
いった施設とは一線を画していた。
　イギリスでは，第一次大戦後の教育制度の枠組みを定めた
「1918年教育法」において，保育学校が地方教育当局（Local 
Education Authority，以下LEAと表記）の「設置しうる学校
種の一つ」となった。1919年の「保育学校規定」により，国
庫補助も開始された。1923年には「保育学校協会」（Nursery 
School Association, 1923－1973．以下NSA）が結成され，運動
の全国組織が成立した。第二次大戦後は「1944年教育法」の定
めによってLEAが必要に応じて「設置すべき初等学校の一種」
となった。
　このようにイギリスの保育学校運動は，新規の学校種が国民
教育制度に位置付けられる過程に中心的な役割を果たした。そ
の点で，大きな成功を収めた運動だった。しかし普及という点
では成果に乏しく，当該期間における登録設置数は，1919年の
13校に始まり，第二次大戦直前の1938年までに118校に増えた
にすぎない⑵。保育学校の設置は，第二次世界大戦後も限定的
で，本格的な整備はついに実現しないまま，既設校の相当数
が旧労働党政権（1997－2010）のもとでチルドレンズ・センター
（Children’s Centre: 保育，保健，子育て等の包括的な家族支援
施設）化を遂げ，今日に至っている。
　本研究は，法制化の成功と普及の不首尾という興味深い事実
の組み合わせに着目しながら，両大戦間期における保育学校運
動の軌跡をたどり，これまで十分に明らかにされていなかった
運動の様相を明らかにしようとするものである。第一稿となる
本稿では運動の概要と担い手の紹介を行い，次稿で担い手たち
の言説からその課題意識を探る。
２．先行研究
　イギリスの保育学校運動については戦間期にその展開をまと
めた記録が出版されており，動向は早くから内外に知られてい
た。日本においても保育学校への関心は高く，同時代人による
紹介がある。しかし，運動の展開や担い手についてはまだほと
んど明らかにされていない。
　その中にあって中嶋一恵による一連の研究，特に「イギリス
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における公教育と保育学校‐保育学校の性格と1918年法」（西
日本教育行政学会『教育行政学研究』25号，2004年）と「イギ
リスにおける保育学校運動の展開」（『教育行政学研究』20号，
1999年）は，本稿の主題と重なる。後者において中嶋は，「保
育学校普及活動の限界」として，次のような点を挙げている。
イギリス経済の低迷・学校教育予算の削減や伝統的育児観に加
えて，普及運動における争点が保育学校の教育的側面と福祉的
側面に分離していたこと。設置権限を付与されたLEAが，学
校施設としての必要性を十分に認識できなかったこと。合わ
せて，イギリス最初の女性庶民院議員，レディ・アスター（N. 
Astor, 1879－1964）の運動への参与が及ぼした影響，とりわけ
保育学校の福祉的機能を前面に押し出した彼女の宣伝活動の影
響を指摘している。
　本稿は，中嶋の見解に異論をはさむものではない。しかし，
中嶋の論考は限られた紙幅でまとめられていることもあって，
運動の背景と実態を十分に伝えているとは言い難い。本研究で
はそれらを補いつつ，保育学校協会（NSA）に参集した人々に
照準を合わせながら，運動の様相を描く。普及の不成功の要因
についても考察を試みる。
　イギリスにおいては，近年，保育学校運動に関連する博士論
文がいくつかまとめられている。簡単に紹介する。
①　Read, J. （2011）; The Froebel Movement in Britain 1900-
1939.
②　Bell,  J.R．（2011）; The Provision of Nursery Education 
in England and Wales to 1967 with Special Reference to 
North - East England.
③　Murray,   R .  （1993）;  THE  DEVELOPMENT  OF 
NURSERY  SCHOOLS  AND  CHILD  WELFARE 
POLICIES AND PRACTICES  IN BRADFORD FROM 
THE  1890s  TO THE  1950s WITH  PARTICULAR 
REFERENCE TO THE WORK OF MIRIAM LORD．
　Murrayの論文は，北部産業都市ブラッドフォードにおける
先駆者ロード（Lord, M., 1885－1968）の生涯と仕事を，保育政
策史に位置付けた研究である。
　Bellの研究は，保育学校普及の大きな地域差に着目し，中央
の保育政策とイングランド東北部LEAの対応，及び当該地域
における設置事業の実態を明らかにしている。
　Readの研究は，20紀前半のフレーベル運動史の主要な側面
として保育学校運動を扱ったもので，本研究の主題と重なると
ころが多い。彼女は，イギリスにおけるフレーベル教員養成の
総本山Froebel Educational Institute（現Loehampton大学）の
元司書で，長年この大学のアーカイヴを守ってきた人物である。
付記された文献リストは，19世紀後半から20世紀前半に至る綿
密な史資料探索の成果である。関連主題に取り組む研究者には，
大変に有難い。
　Readはフレーベル運動の展開を描くにあたって，「代表者の
声」に語らせるという手法を用いた。彼女は，対象期間におけ
る主要な保育関連運動組織の会議録や，組織間で交わされた通
信等の一次資料を精査し，それぞれの組織を代表して各方面に
発信していた人物を特定した。代表者の言説の中に，フレーベ
ル教育学の影響を見出すことによって，運動の広がりを跡付け
ようとしたのである。そのため，保育学校運動に関しては，フ
レーベルの影響の有無という観点から捉えた限定的な像を示す
に止まっている。
３．史・資料　
　本研究で参照する主な資料は，以下の通りである。
①　NSA一次資料：各種団体との通信やNSAが発信した意見
書。後述のG.オーエンが保管していた文書類。
②　NSA年次報告書（Annual Report, 1924-1973）：毎年の活動
と会計報告，ならびに会員名簿が掲載されている。
③　NSA小冊子（Pamphlets）：1973年 に 全 国 保 育 所 協 会
（National Society of Children’s Nurseries）と一体化して，
英国幼児教育協会（BAECE）を形成するまでの半世紀間に
発行したもので，80点ほどある。うち50点は第二次大戦前
までに出されている。次稿でNSAの中心的な担い手の執
筆した冊子を検討する。
　保育学校運動の背景については，政府文書のほか，以下の著
作を参照した。
A）  Liebschener,J.（1991）; Foundations  of  Progressive 
Education-  The History of the National Froebel Society, 
The Lutterworth Press.
B）    Whitbread,N.（1972）; The Evolution of the Nursery Infant 
School, Routledge & Kegan Paul.
C）     Owen ＆ Eggar;   Historical Record of  the NSA of Great 
Britain, 1923-1944.（NSA Pamphlet No.60.上記③中の一冊。
発行年の記載はない。Readは1944年と記す。
D）    Cusden, P. E. （1938）; The English Nursery School, Kegan 
Paul. 著者はNSAの事務局を担った。
E）   Raymont, T. （1937）; A History of the Education of Young 
Children. ハドウ報告までを取り上げているが，NSAには
言及していない。
F）   Lochhead, J. （1932）; The Education of Young Children in 
England, Teachers’College．
G）     Forest,  I. （1927）; Preschool Education- A Historical and 
Critical Study, McMillan.
H）  Murray, E.R.（1912）; A Story  of  Infant  Schools  and 
Kindergartens, Sir Isaacs Pitman & Sons.
 I ）   教育雑誌『幼児の教育』（フレーベル館）1920－30年代の巻・
号。 倉橋惣三や堀七蔵，白根孝之らによる訪英報告の他，
「保育学校規定」の全訳紹介がある。
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　上記のうち，FとGは，アメリカのフレーベル主義者の手に
なる歴史書である。その記述ぶりから，保育学校がモンテッソ
ーリ法と並ぶ関心事であったことが分かる。
Ⅱ．保育学校の誕生
１．保育学校誕生の社会的な要因
　保育学校の誕生を促した社会的な要因として，およそ以下の
三つを挙げることができる。
　第一に，国民教育制度の整備に伴う学齢（５歳）未満児の早
期就学問題，第二に「退化現象」と騒がれた一般庶民層の体力
低下問題，第三に都市貧困に取り組む社会事業組織や労働組合
等の要求である。このうち，第一と第二の要因は，互いに深く
関連していた。
　イギリスでは，「1870年初歩教育法」（Elementary Education 
Act）によって５歳就学の初歩教育制度が確立すると，様々な
ルーツ・名称の学校が，庶民層（労働者階級及び下層中産階級）
の教育を担った。学齢未満児の受け入れが禁じられていなかっ
たことから，未満児就学は次第に増え，授業料廃止後の1900－
01年度には，初歩学校に在籍する３，４歳児の割合は当該年齢
児の43.1％にのぼった⑶。
　当時のイギリスは，人口の都市流込が進んでいた。インフラ
の整備が追いつかない不衛生な都市には，一家総出の稼ぎでや
っとその日を暮らすような，貧しい労働者の集住地区が広がっ
た。そこでは幼子を抱える母親も賃労働に就き，留守中の子ど
もの世話は，親族や粗末な近隣施設に託されるのが普通だった。
無償となった初歩学校は，貧しい労働者家族にとって，またと
ない託児所になったのである。
　同じ頃，就学した学齢未満児の健康状態を懸念する世論も高
まった。改善の兆しを見せていた乳児死亡率は，19世紀の第
四四半世紀に上昇に転じ，20世紀初頭には誕生1000当たり180
を超える産業都市も珍しくはなかった⑷。ボーア戦争（1900－
02年）時の徴兵検査の結果は惨憺たるもので，有識者の間では
「国民の退化現象」と騒がれた。
　教育院（Board of Education）が，学齢未満児就学の実態調査
に乗り出したのは，その直後のことである。1899年に発足した
教育院は，1902年法によって教育行政におけるリーダーシップ
を確立し，それまで独立性の高かったLEAを従属的な位置に
押しやり，影響力を強めつつあった⑸。
　1905年に刊行された調査報告書は，就学が３，４歳児の心身
に深刻な発達阻害を引き起こしている実態を明らかにした。学
齢未満児の多くが，年長の学童と一緒に扱われ，採光や換気の
悪い教室で，身体に合わない固定椅子に座らされて授業を受け
ていた。当然のこととして，長時間の無言と不動が強要された。
この報告書については，Ⅲで詳しく触れる。
　教育院は，その年のうちに規則（Code of Regulations  for 
Public Elementary Schools,1905）を出し，環境と教育内容の不
適切さを理由に，LEAによる学齢未満児の就学拒否を是認し
た。その主旨は，学齢未満児を学校から家庭に返すことにあっ
た。以後，３，４歳児の就学数は急速に減少し，1910－11年度
には当該年齢人口の22.7％へと半減した。
　中央当局が家庭にそれだけの信頼を置いていたかというと，
そうではない。就学拒否権の承認と相前後して，家庭責任の強
化を図る教育活動が官民一体となって展開されたからである。
女性労働者は職場から撤退するよう求められ，家庭では医療衛
生官や中産階級婦人ボランティアの頻繁な訪問を受けた。そこ
で，衛生・栄養管理などの乳幼児死亡率の低下を意図した「家
庭生活改善」教育が施された⑹。
　しかし，そのような対策では，学校から締め出された膨大な
数の５歳未満児の問題は解決されようがなかった。家庭環境は，
さらに不適切だったからである。保育学校の構想は，劣悪な家
庭環境下の学齢未満児の居るべき場所が論議される中で，次第
に形作られていく。
　第三の，社会事業や労働運動組織の要求については，保育学
校運動と関連させながら述べる。
２．保育学校の源流⑺
　保育学校には，大きく分けて三つの源流を認めることができ
る。ロバート・オーエンの幼児学校，フレーベル主義者の無償
幼稚園，マクミランの野外保育学校である。
　（１）オーエンの幼児学校（infant school）：周知のように，
1816年にオーエンが開設した幼児施設である。良い環境が善い
人間を形成するという信念のもと，不適切な工場労働者家庭に
代わって，２歳から６，７歳までの幼児に，その時期にふさわ
しい，遊びと集団生活の場を提供した。
　しかし，その成功に触発されて各地に設置された幼児学校は，
早期３R’s学習と宗教・道徳教育を目的としたウィルダースピ
ン・モデルの施設だった。
　1870年の初歩教育法成立当時，すでに全英に普及をみていた
幼児学校は，公的制度に組み込まれ，初歩教育の低年齢部（５
－７歳）を担う主要な学校となった。それが多くの学齢未満児
を抱え込んだままであったのは，ことの経緯からいって，当然
の成り行きであった。未満児就学の社会問題化については，先
に触れた通りである。
　（２）無償幼稚園（Free Kindergarten）：貧困家庭の幼児のた
めに設置された，保育料を徴収しないフレーベル主義の幼児施
設である。多くは20世紀初頭の都市スラムに，篤志家や慈善団
体の手で設置された。1919年に国庫補助の対象となった13校は，
そのほとんどが無償幼稚園だった。13校は，この時点で保育学
校へと名称変更を遂げている。
　保育学校という名称は，19世紀末には一部フレーベル主義者
によってʻKindergarten （ʼドイツ語で「子どもの庭」を意味
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する）の英訳として使われていた。その事実を踏まえれば，保
育学校は幼稚園そのものであった。
　ちなみに，第一次大戦に至るまでの期間の幼稚園（無償園を
含む）の開設数は，よく分かっていない。幼稚園が，政府の関
与しない，私的教育機関であったためである。
　（３）マクミラン⑻の野外保育学校（Open-air nursery school）：
1914年にロンドン南東部のデトフォードに開かれた施設である。
設置者マクミランは，産業都市ブラッドフォードで旗揚げした
独立労働党の創設メンバーである。同市の公選制学務委員とし
て学校行政に尽力し，早くから児童問題に明るい社会運動家と
して知られた。
　1904年にデトフォード地区３校の学校理事に就任したマクミ
ランは，スラムに暮らす児童の学校健診運動を展開し，1908
年に学校診療所を，1911年にはキャンプ・スクールを開設す
る。キャンプは，放課後の学童に徹底して屋外での生活を送ら
せることで，健康の増進を図ろうというものであった。学童の
来ない日中のキャンプに，数名の幼児を集めて行った保育に手
ごたえを感じた彼女は，1914年，デトフォードに広い庭と，戸
外に大きく開け放たれた小建物からなる本格的な幼児施設を開
く。これが野外保育学校である。マクミランが直接に，子ども
たちの世話にあたったわけではない。実践的な工夫を積み上げ，
具体的な手法を確立したのは，地域保健師であった姉レイチェ
ル（Rachel McMillan,1856－1917）や，雇用された保育者たちで
あった。
　保育学校の保育時間は９時間半と長く，保育内容にも際立っ
た特徴があった。登園直後の毎日の沐浴，健診，戸外での午睡，
日に３回の良質な給食，歯磨き衛生指導，呼吸器官の鍛練など，
健康増進と生活習慣形成に関わる内容の充実である。医療機関
とも密接な連携を図った。これが，海外へと広がる保育学校の
モデルとなった。
Ⅲ．両戦間期の保育政策
　ここで，保育学校の制度化過程を簡単に見ておく。
１．政府の保育学校構想
　学齢未満児対策に主要な役割を演じたのは，教育院事務次官
モラント（R.L.Morant,1863－1920）である。1911年に辞任する
までの間に，いくつかの事業に取り組んでいる。
　その一つが，Ⅱで言及した学齢未満児の就学実態調査であ
る。モラントは５人の女性視学官を採用し，調査を担当させ
た。彼女たちは，それぞれの訪問先で見聞した５歳未満児の様
子を組織的に記録し，詳細に描いた報告書を提出した。それを
取りまとめて刊行されたのが，1905年の教育院報告書，『初歩
学校に在籍する５歳未満児に関する女性視学の報告』（Reports 
on children under Five Years of Age  in Public Elementary 
Schools by Women  Inspectors  of  the Board of Education, 
1905）である。その序において，主席視学官ジャクソンは次の
ように述べており，これが保育学校という学校種が公文書に現
れた最初の例とされる。
　「調査にあたった視学官の全員が，幼い子どもはフォーマル
な３R’sの授業ではなく，もっと自由な表現活動の機会を与え
られるべきだと考えている・・・スラムで，母親が子どもを置
いて働きに出なくてはならないような場合は，学校に行った方
がいい。・・・親が５歳未満の子どもを学校にやらなくてはな
らないとしたら，それは授業する学校ではなく，保育学校であ
るべきだ。『フォーマルな授業ではなく』『もっと遊びや睡眠，
自由な対話，お話，観察が行われる』・・・」（上掲報告書ⅱ-ⅲ）
　この報告を受けて，教育院はさらに教育審議会に諮問を行
い，海外事情の調査予算も付けた。それに対する回答が1908年
の『５歳未満児の就学に関する諮問委員会報告』である（Report 
of  the Consultative Committee upon the School Attendance 
of Children below the Age of Five, 1908）。350頁に及ぶ大きな
報告書で，国内外の事情調査報告や教育関係者の証言等を含む。
NSAの初代事務局長G.オーエンは，この報告書に情報提供者と
して関与しており，保育学校教師の養成等について具体的な提
案を行った。本報告は，学齢未満児のための施設設置の必要性
とその望ましい姿を示し，LEAに対するニーズ調査等を勧告
した⑼。
　モラントは，トインビーのセツルメント活動に関わった経験
をもち，底辺労働者家庭の実情をよく知る人物であった。彼は
1904年の『国民の体位低下に関する合同調査報告』が，原因は
遺伝にではなく，環境と教育にあると結論付けていたことや，
先の『５歳未満児の就学に関する諮問委員会報告書』に集めら
れた，保育学校支持の証言の数々の意味するところを十分に承
知していた。学童検診の法制化に熱心に取り組み，フレーベル
主義者やマクミランとも懇意だった⑽。しかし，そうした事実
が，中央政府の学齢未満児対策や保育学校政策とどう結びつい
ていたのかは，改めて分析を要する問題といえよう。
２．保育学校の法制化：「1918年教育法」と「1919年保育学校
　　規定」
　1918年法に保育学校条項が入った経緯は，いまだ定かではな
い。ここでは，法令の内容確認に止めておく。
　1918年教育法は，第19条１項においてLEAの権限を拡大し，
以下をその権能とした。
A）  ２歳以上５歳未満児を対象とした保育学校（保育学級を
も含む）の設置，または設置援助
B）  保育学校に出席する子どもの健康，栄養，身体保護への
配慮
　同２項では，教育院に保育学校への国庫補助を行う権限を与
えた。
　翌1919年，教育院は「保育学校規定」（Regulations  for 
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Nursery Schools）⑾を出し，目的，教育課程，設置基準，費用
負担等について定めた。覚書（Prefatory Memorandum）と規
定からなり，覚書は，学校の目的を次のように述べる。
　「保育学校の目的：保育学校あるいは保育学級は，そこへの
出席が健全な心身の発達に希求される２歳以上５歳未満の幼児
に，養護（care）と訓練（training）を与える施設である。従って
それは二重の機能をもつ。第一は親身でゆき届いた養護と医学
的監督を一人一人の子どもに与えること。そこには快適さ，休
息，適切な栄養の提供も含まれる。第二は，確固たる身体的・
精神的・社会的な訓練を行うこと。そこには，熟達した知的な
教師の指導監督の下で，広い意味での良い習慣を形成すること
や，遊戯及び作業を通じて，多様な年齢の子どもたちの間に，
秩序ある交わりを生むことも含まれる。」
　以下，三分野にわたって留意点が示されている。
①　身体的保護：衛生一般，健康増進，医療検診，治療等に配
慮すべきこと。
②　精神的訓練及び社会的訓練：初歩学校の学業を，良き習慣
と学習意欲をもって開始できるよう子どもに準備させる
こと。フォーマルな３Ｒ’s 教授は行わないこと。その準備
として，発話と言語の訓練をすべきこと。手作業（manual 
work），感覚訓練，運動などの機会の提供。日常生活上の
仕事の分担や助け合い，ゲームや共同作業を通じた協働精
神の育成。身だしなみ，清潔の習慣，マナーの重視。 
③　行政：敷地・校舎・設備・備品・対象児・職員・日課・
指導内容等の基準の提示。学校規模は40人程度が望ま
しく，100人を超えてはならない。職員は，「施設長」
（superintendent），「助手兼看護婦」（assistant & nurse）
及び「見習生」（probationer）とする。
　「保育学校規定」の本文は，全16条から成る。
　第1条は保育学校の目的と対象を定め，第２条で設置者を
LEAとする。第３，４，５条では，許認可に関して教育院に強
い権限を与えている。第６条は年間授業日を200日とするが，
１日の開校時間の定めはなく，対象年齢に適していることとす
る。第９条は職員について定め，専任職員の俸給は公立学校教
師の最低を下回ってはならない，とある。第10条は授業料無償
をうたう。第13条は国庫補助を規定し，その額を経常費の２分
の１とした。施設・設備は，マクミランの施設や，各地で展開
された先駆的試みを踏襲するものであった。
　「保育学校規定」の内容は，当時の初歩学校と比べ，極めて
水準が高かった。たとえば初歩学校の教員配置は，1904年の施
行規則によって，１クラス60人以下と定められていた。規模
の縮小を求めた1924年の教育院回状（Circular1350）においても，
示された数値は１クラス50人以下であった。
３．政権担当政党の保育学校政策 
　保育学校運動の展開された時期は，景気変動が激しく，社会
の変貌も著しかった。政権は以下のように交代した。
　1908－16　自由党（労働党の閣外協力）
　1916－22　自由党（保守党と連立）
　1922－24　保守党
　1924　　　労働党（自由党の閣外協力）
　1924－29　保守党
　1929－35　労働党／国民労働党
　1935－45　保守党
　政権担当政党の保育学校政策は，以下のようであった。
　保守党は経済後退の中，経費節減を理由に抑制政策をとり，
設置を認めた時には安上がりな施設を求めた。
　自由党は保育学校に好意的であったが，その勢力は衰える一
方で，ほどなくして二大政党政治の一翼を，新興の労働党に明
け渡した。
　労働党は，保育学校の拡充政策を掲げた。しかし，その要求は，
簡便な託児施設の早急な拡充であった。1919 年の「覚書」に
は，「母親がそうしたければ，幼児をつれていくことができ，わ
が子が衛生的な環境で健全な感化を受けながら日中を過ごす⑿」
と安心できるような，とある。
　1926 年の労働運動高揚時に労働党の出したパンフレット「保
育学校から大学まで－労働党の政策」においても，その保育学
校像は，富裕層の子ども部屋モデルであった。
　「我々の目的は，保育学校を家庭の位置に置くことではない。
金持ちの家には必ずあるのに，貧乏人の子どもは持てないもの，
すなわち保育室（nursery）や遊び部屋を，彼らの家庭につけ加
えることである。それは責任ある監督者のもとで，子どもが自
分の欲求や興味を満たせるような環境で，仲間と一緒に過ごせ
る場である。」⒀ 
　1921年，教育院は回状1190を発して，保育学校の設置を，特
殊な状況下の先導的試行に限った。1925年には，保守政権下で，
特殊教育等を定めた「1921年教育法」の一部修正を行い，保育
学校を特殊教育規則のもとに置いた。
　1929年，第二次労働党政府は回状1405を出し，次のような見
解を示してLEAに保育学校設置を奨励した。
　「幼児の世話をし，入浴させ，食事を与え，教えるという野
外保育学校は，すでに試行段階を過ぎている。野外保育学校は
比較的廉価であり，しかも極度に貧困な家庭生活を送る子ども
に対して，人生における公正なスタートを約束するのに十分な
手段なのである。」⒁ 
　大恐慌の影響が顕著になる中，この回状はさほどの成果を生
まなかった。そのことは，総設置数の推移⒂に表れている。第
二次大戦が勃発するまで，総設置数は緩やかな増加をみたに過
ぎない。
　1927年27校，1928年26校，1929年28校，
　1930年30校，1931年44校，1932年55校，
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　1933年58校，1934年59校，1935年65校，
　1936年79校，1937年87校，1938年118校
４．ハドウ委員会の勧告
　1920－30年代にかけて，政府は中央教育委員会に対し，国民
教育制度に関する一連の諮問を行った。それに対する回答がい
わゆるハドウ報告（Hadow Report）である。1933年の第６報告
は，幼児学校と保育学校に関するものであった（Report of the 
Consultative Committee on Infant and Nursery Schools,1933）。
同報告は，「保育学校及び公立初歩学校の幼児部に就学してい
る子ども，及び７歳（７+）までの子どもを対象とする訓練と学
習指導（teaching）施設の今後のあり方について，検討し報告
すること」⒃という諮問に対する答申で，当時のイギリスにお
ける保育課題を過去にさかのぼって解きほぐし，その現在を確
認し，将来像を描いた。その中で次のように制度を構想している。
　「初等教育段階  （primary stage of education,  就学から11歳
まで）は一つの連続した全体とみなされるべきであり，７歳以
下と７歳以上の教育との間に急激な変化があってはならない。
ましてや５歳以下と５歳以上の教育の間にそれがあってはなら
ない。」⒄
　「保育学校や保育クラスは，教育当局の定める義務教育制度
の一部をなすものではない。それは当局の一般的な責任ではな
く，特別な責任である。各当局は地域の住宅事情と保護者の希
望を考慮に入れながらニーズを査定し，教育院に相談した上で，
保育学校教育の提供に向けて前進するべきである。」⒅ 
　「一般的には，家庭環境がよければ，５歳未満児にとって最
良の居場所は家庭である。・・・しかし多くの子どもたちの環
境は満足のゆくものではない。そうした家庭の子どもが保育学
校や初歩学校の保育クラスに出席することで得られる利益は大
きいと考える。」⒆ 
　「保育学校は，国民教育制度の望ましい付属物であると考え
る。住宅及び経済状況全般が非常に悪い地域には，できるだけ
保育学校が設置されるべきだと考える。・・・保育学校は，他
種の学校にも好ましい影響を及ぼし，子どもの一般的な発達と
養育に関する諸問題の研究センターとなると考える。・・・純
粋に社会的・経済的な配慮を離れて，２歳以上の子どものため
の模範保育学校が，教育的に望ましいと考える。そして他の学校
の教師たちが，出入りできるようにすべきであると考える。」⒇
　33年のハドウ報告は，保育学校の拡充を勧告し，保育学校と
義務教育学校との接続のあり方を明確に示した。しかし，保育
学校の普遍化にまで踏み込むことはなかった。
５．ハドウ報告から第二次大戦後改革まで
　1929年から始まった世界的経済恐慌は，イギリス経済に深刻
な打撃を与えており，失業率の増大と賃金の低下は，特に未就
学の幼児を対象とした社会サービスの必要性をこれまで以上に
大きくした。しかし政府は財政緊縮政策をとり，教育費削減を
断行した。ハドウ委員会の保育学校拡充勧告は，無視された。
　1936年，教育院はようやく回状1444号を発し，LEAに対
し，調査を施行して，管轄内の保育学校の需要を査定するよ
う求めた。また「保育学校と保育学級」（Nursery Schools and 
Nursery Classes）と題した小冊子を発行し，関係者の関心を喚
起するとともに，設置可能な施設形態及び実施例について広報
した。そこで注目されるのは，学齢未満児と幼児学校教育の双
方に好ましい影響を与えるという見地から，保育学級の設置が
広く推奨されたことである。
　この回状と小冊子の公刊を契機として，各地方行政当局は５
歳未満児を対象とした施設拡充に着手した。折しも幼児人口 
が減少し，教室に余裕があった。そのため，保育学校よりも容
易に設置できる保育学級の増設が進む結果となった㉑。それが
保育学校運動の理念をどれだけ体現するものであったかはさて
おき，学齢未満児のための居場所の量的拡大は進んだ。
　1939年に第二次世界大戦が勃発すると，政府はただちに保
育学校，保育学級及び保育所（day nursery）を一時的に閉鎖し
た。しかし戦争の激化に伴い，婦人労働力確保のために託児
所の必要性が高まった。1941年，教育院と保健省（Ministry of 
Health）は合同で回状を発し，戦時保育所（war time nursery）
の設置を推進した。その結果，およそ1500施設，約７万人の５
歳未満児を収容する臨時保育施設が短期間のうちに設置された。
その多くは厳しい条件に抗して高い水準の実践を行い，「保育
期 （Nursery Years）における教育という概念を広く普及させ，
多くの親に保育学校の質の高さを認識させた」㉒と評価される。
　1943年，教育院は戦後を見据えて白書「教育改革」を公表し，
その中で，保育学校について次のように述べた。
　「現在の（1918年法規定に基づく－筆者補足）LEAの権能を，
教育院が必要と判断した保育学校の設置又は設置援助の義務と
置き換えることを提言する。・・・そのような学校は全ての地
域に必要である。というのは，たとえ子どもの出身家庭が良い
場合であっても，彼らは保育学校に出席することにより利益を
得ることができるからである。」㉓
　ここに，対象を貧しい家庭の子どもに限ることなく，全ての
子どもに対して開かれた保育学校という考え方が，政府の公式
見解として示された。翌年「1944年教育法」㉔が成立する。戦
後教育改革の基本法である。同法は保育学校と保育学級につい
て，次のように定めた。
　第９条（４）　２歳以上５歳未満児の教育を提供する目的で設
置される初等学校（primary schools）を保育学校という。
　第８条（２）ｂ　保育学校，または，当局が当該学校の設置を
不適当と判断した場合には，他の学校に付属する保育学級を設
置することにより，５歳未満の生徒のための施設を確保するこ
との必要性に関して」特に考慮すべきこと。
　こうして保育学校と保育学級は，初等学校の一種として国民
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教育制度に位置付けられたが，同法においてもまた，設置の義
務規定は入らなかった。戦後の歴代政権の教育政策をみると，
1960年代後半から70年代初頭にかけてのわずかな時期を除いて，
当局による保育学校設置はもとより，学齢未満児の教育の大幅
な拡充が図られることはなかった。就学前教育が全ての幼児に
保障されるようになるのは，半世紀以上を経て後の労働党政権
時代（1997－2010）のことである。
Ⅳ．保育学校協会（NSA）
１．保育学校協会の構成
　以上みてきたような戦間期の保育状況の下で，保育学校運
動を中心になって担ったのは保育学校協会であった。協会は，
1923年６月，マンチェスターのマザー教員養成校において結成
された。目的として，1918年法の定めた保育学校条項の実効性
を高め，議論を深める場を確保し，保育学校運動推進の世論形
成を図ることを掲げた。初代会長にマクミランを選出し，副会
長には後に最初の女性レディ・アスター，ラムゼイ・マクドナ
ルド（労働党党首），サー・サドラ―（中央教育行政官）やキミ
ンズ（主席視学）など，10名の高名な人物が並んだ。副会長職
の数はその後16名まで増え，B.ラッセルやR.H.トーニーといっ
た教育者も名を連ねた。アメリカからの参加もあり，第三年次
の報告（1927年）には，進歩主義幼稚園の指導者として有名な
P.S.ヒルの名がある。初代委員長にイヴリー，事務局長にG.オ
ーエン，会計にビアードら，保育者養成に携わる女性たちが就
任した。以上の役職は「毎年改選される」と規定された。
　協会は会員制で，年５シリングの会費を収めれば，誰でも個
人会員となれた。団体会員制度もあり，保育学校の保護者会や
教員養成校の同窓組織などの単位で参加できた。年次報告から
は，会員数の急速な増加，事務局の拡張，事業内容の多様化と
支部の形成，と運動が高度に組織化されていく様が見て取れる。
会員名簿は，個人会員の大半が現場教師と教員養成校教員であ
ったことを示している。
　保育学校協会はまた，フレーベル協会（Froebel Society）
をはじめ，全国女性教員組合（National Union of Women 
Teachers），政党とも積極的に交流し，連携を図った。互いに
企画事業への参加を求め合い，時に共同してロビー活動を展開
した。会員向けの連続講座等の研修も公開した。
　保育学校協会は，既存の有力な運動組織の下部組織の形をと
らなかったことで，関連各方面のさまざまな組織と多数の個人
支援者の力を結集することができた。その勢力拡大に伴い，会
員層が重なっていたフレーベル団体は，就学前教育普及団体と
しての主役の座をNSAに奪われ，力を失っていく。その経緯
はリード（Reed）の研究に詳しい。
２．保育学校協会の中心人物
　NSAの中心にいた人物のうち，本研究では次の４人を取り
上げ，経歴，保育学校運動への関わり方，保育学校構想（制度
的位置付けと学校形態，教育目的，教育内容，保育職資格等）
を明らかにしながら，それぞれの課題意識をさぐる。
　①マーガレット・マクミラン（Magret McMillan, 1860-1931）
　②グレース・オーエン （Grace Owen, 1873-1965）
　③ミリアム・ロード（Miriam Lord, 1885-1968）
　④リリアン・デ・リサ（Lillian de Lisa, 1885-1967）
　詳細は次稿に譲り，簡単な紹介をしておくと，マクミランは
先に述べたように初代会長である。上級カヴァネスに向けた教
育を受け，独立労働党の結成に参加した活動家である。1910年
代に保育学校の実践モデルを生み出し，その普及活動に邁進す
るが，方針の違いからNSAを離脱する。
　初代事務局長オーエンは，三代目会長を務めた。NSA結成
の中心人物で，晩年にいたるまで献身的に関わった。草創期の
幼稚園教員養成課程に学び，アメリカのコロンビア大学卒業後，
マンチェスターその他で教員養成に携わった。
　ロードは，ブラッドフォード時代のマクミランの仕事に触れ，
同市に初めて開かれた保育学校の施設長を務めた。政策に翻弄
されながらもその継承に努めたと評される。
　デ・リサもNSA会長の座に長らくあった。オーストラリア
出身で，イギリスで教員養成校の校長として活躍した。
終わりに
　本稿では，保育学校運動について，その全国組織「保育学校
協会」（NSA）発足までの経緯を，その背後にあった学齢未満
児就学問題，戦間期の保育学校政策の推移，NSAの活動に分
けて述べた。ここで明らかにすることのできた範囲で，保育学
校の普及を阻んだ政策的な要因について考察し，本稿のまとめ
としたい。
　要因の第一は，「1918年教育法」と「1919年保育学校規定」
そのものである。教育法が設置をLEAの任意とし，保育学校
規定は国庫補助を経常費の２分の１と定めた。そのため，保育
学校の設置は住民税の引き上げを意味することになり，人々の
理解が得られなかった。当時としては設置基準が非現実的に高
く，同規定の推奨するような小規模独立施設は，初歩学校と比
べて非常に割高であった。
　要因の第二は，1919年規定の廃止に伴いあらたに定められた
1925年の規定である。これは，保育学校を初歩学校から切り離
して別種の学校とすることを意味した。1918年教育法で保育学
校に併記されていた保育学級は，初歩学校の一部にとどめ置か
れたから，保育学校運動における「学校」と「学級」の扱いは
より複雑な調整を要する問題と化し，次稿で述べるように，中
心人物間の対立要因の一つともなる。
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